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産技術の伝統性をもつものとしてではなく，近代的な経営と管理のおこなわれていない中
小工業の立地の問題でもあるとしてとりあげ，生産，流通構造，労働力と工業地域周辺農
村との関係，伝統工業地域の形成と生産品目の変化などが詳しく考察されている（大明
堂，昭和42年3月， A5判， 347ペー ジ， 950円）。 一~ 杉 毅—
ジョーン・ C・ナーバー著
『凝集的合併と市場競争』
Conglomerate Mergers and Market Competition. by John C. Natver: 
University of California Press, Berkeley and Los Angels, 1967, pp. 155. 
企業合併が及ぽす競争的効果は，その諸類型—水平的合併，垂直的合併，および疑集
的合併ー一のそれぞれについて個別の分析が加えられるべきである。この諸類型のうち凝
集的合併は，戦後アメリカの合併運動においてその比重を増しており，いまやその分析な
しには合併運動が全体としてもつ経済的インプリケイションの理解そのものが困難になっ
ているにもかかわらず，その理論的分析はそれほど進んでいるとはいえない状態にある。
本書は，産業組織論のこれまでの理論的蓄積に理論的基礎を求めつつ，凝集的合併が市場
構造，および市場行動に及ぽす諸影響がどのような競争的効果をみちびき出すことになる
かということについて一定の理論的推断を行おうと試みている。
著者 J.C. ナーバー（ワシントン大学商学部教授）は， この推断をなすために従来の
諸記述や鏃会での報告，論謡などに検討を加えつつ，合併の諸類型の区分とその趨勢，凝
集的合併とその関連事項の概念規定，および凝集的合併が市場構造と市場行動に及ぽす影
響などについて，本書のかなりの部分にわたって従来の考え方を整理・紹介している。し
かし，本書の積極的意義があくまで，そのような資料を用いて著者が行っている産業組織
論的分析にあることはいうまでもない。なかんずく，本書の結論部分である第7章におい
て著者が試みている「凝集的合併が及ぽす競争的効果」についての推断は，企業合併の競
争的効果にかんする新たな分析視角を提供するものであり，きわめてユニークな見解とい
えよう。
本書の構成は次のようになっている。
Chapter 1 : Introduction 
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Chapter 2: Recent Trends in Conglomeration and Conglomerate Merger 
Activity 
Chapter 3: The Legislative History of Conglomerate Mergers 
Chapter 4: Inducements for Conglomerate Mergers 
Chapter 5: Selected Conglomerate Merger Cases 
Chapter 6: Sources and Implementation o_f Conglomerate Market Power 
Chapter 7 : The Competitive Effects of Conglomerate mergers 
以下，本書の要旨を各章別に紹介する。
第1章は， 「この研究は， 凝集的合併が市場競争を増進もしくは減退させる傾向をもつ
のはどのような条件のもとにおいてであるのか，またこのような結果を生みだす傾向をも
つのは疑集的合併中のどのような要因であるのかを決定せんとするものである」 (p.2)と
述べ，本書の目的をまず確定する。そのうえで，主要な諸概念一ー合併，水平的合併，垂
直的合併，疑集的合併ーーについて簡単にその定義づけを行っている。そのうち凝集的合
併については，取得企業と被取得企業の生産物が競争的でなく，かつ垂直的関係もないの
であって，かくして「完全に疑集的な合併がつくり出す企業は，合併前に取得企業と被取
得企業とがもっていた外部的市場 (externalmarket)の合計に等しい数の外部的市場を
もつ」 (p.3)ことになる。また凝集的企業（市場多角化企業といいかえてもよい）は二つ
以上の異なった生産品種市場，あるいは地域的市場で操業する企業として定義されるので
あり，このような凝集化もしくは多角化の活動は，内部的拡大と合併との両形態をつうじ
てなされうる。
凝集的合併についての以上のような定義からすれば厳格な意味でいえば疑集的合併は水
平的にも垂直的にも生産物の関連性 (productrelationships) をまった＜欠いているは
ずである。しかるに著者は，それほど厳格にいわないならば疑集的合併は「幾つか(some)」
の生産物が水平的にも垂直的にも関連性がないような場合を含んでいるとし，その定義に
幅をもたせている。それだけでなく著者はさらに，凝集的合併は生産物そのものについて
は関係がないとしても，合併する企業間にはかなり広範な組織的関連性 (organizational
relationship)を見出しうることに注目している。 この組織的関連性を説明するのに用い
られているノード・コモナリティ (nodecommonality)という用語は，後出の疑集的市
場力 (conglomeratemarket power)とともに，本書の理論構成における不可欠の構
成要素として提起されている。
著者によれば各企業は，特定のインプット，特定の資源（経営上の知識をふくむ），特
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定の生産工程，特定の販売パターンと配置といった資源と活動にかんする諸要素の集合と
してみなされうるのであるが，ノード (node)はこのうちのいくつかの要素の結節点とし
て考えられる。したがってノード・コモナリティの程度は取得企業と被取得企業の諸活動
間の関連性の程度を示すのであって，その程度が高いばあいには諸種の効率が期待されう
ることになる。
第2章ではアメリカ経済における凝集的企業の地位，最近の合併運動の一般的趨勢，お
よび凝集的合併の趨勢が， The 1958 Censuses of Business, Manufactures, and 
Mineral IndustriesとF.T.C.dataとを用いて論ぜられる。著者は非常に慎重な態度を
とりながらも諸データに一定の評価を与えているが，それは次の諸点である。①複合産業
会社の雇用数は 1958年の雇用総数の4.4.slる (4桁産業分類による）と大きな比重を占め
ている。また，複合産業会社の急速な増加は， 1954年から 1958年の間にその数が59%増
加している（会社総数は13%増）ことによって示される。②40年代後半以降の合併の増大
傾向において製造業が大部分を占めており，また鉱工業での合併の約3分の2は最大500
企業によってなされた(1951~61年）。③凝集的要素のみをもつ合併は1940~54年の合併の
20ないし30形を占めたが，もしも部分的凝集の合併も含めるならば凝集運動は非常に大き
なものになる。④利用しうるデータが限られているとしても，大企業が他の企業よりもョ
リ多く合併する傾向があり，また凝集的合併はどの規模分類．でも合併運動全体に対してほ
ぼ等しい割合を保っている。
第3章では，凝集的合併にかんする鏃会の見解がどのようなものであったのか，また疑
集的合併の概念規定がどのように変化してきたのかということが1950年のクレイトン法第
7条の改正にいたる過程での議会における報告と論醗などをつうじて検討される。ここで
著者がもっとも注目しているのは， 1947~8年を境とする見解の変化である。この変化の
内容を列記すると，①凝集的合併についての従来の概念規定—取得企業と被取得企業の
業務の性質に「識別できる関連性が何らない (nodiscernible relationship)」 (p. 38) 
—は，「識別できる関連性がほとんどないか，もしくは何らない (little or no discer-
nible relationship)」(p.42) と改められ，②それにしたがい凝集的合併の経済効率につ
いても「最小の経済性の可能性 (possibleminimal economies)」(p42)を認める立場
への移行がみられる。③また，合併にかんする論議が取得企業と被取得企業との間の競争
のテストから合併効果のヨリ広汎なテスト—合併が合併参加者をこえて及ぽす影響につ
いての関心にもとづくテストー一へ焦点を移した，ということである。
著者はこのような見解の変化の積極面を評価することによって， 1950年までに疑集的合
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併の概念には生産物が非競争的，非垂直的関係にある合併のすべてが含まれ，また種々の
程度のノード・コモナリティをもつ合併が含まれるようになった．という結論に達する。
なお著者は本章において，凝集的合併の反社会的性格（独占力）についてのエコノミス
トの関心と議会の関心との相違について触れ，後者が資産所有の集中にもとづく集産主義
(collectivism)への接近に関心をもつのにたいし，前者が合併の競争的効果にヨリ大き
な関心をもつことを指摘する。この点については，著者はいうまでもなく前者の立場に立
っているのであって，立法者たちが「諸関係の分析を社会・政治上の水準，すなわち改正
法の語義とは明白な関係のない水準にとどめて満足している」 (p.59)との不満の意を表
明している。
第4章は，多角化，なかんずく合併による多角化への経営上の意思決定 (managerial
decision)を分析しているが，ここでの議論の焦点は，凝集的合併にみちびく一般的力，
凝集的合併において可能な効率の程度，および効率の実現可能性が最大になる条件の考察
にある。著者はまず第一の点について，多角化にみちびく最大の一般的誘因は長期利潤極
大化 (long-runprofit maximization)を志向する企業活動において過剰能力を吸収し
ょうとする欲求であるが，合併機会が存在するばあいにはこの欲求が強められる，という
考え方をとる。
次いで効率の問題については， 「凝集的合併が経済的効率を決して促進しないというの
は，常に促進するというのと同じく正しくない」 (p.71)という視点から規模の経済性，販
売促進の経済性(salespromotion economies), および複数工場の経済性 (multiplant 
economies)の三つの側面からその分析を行っている。その際著者は，経済効率とノー
ド・コモナリティの程度との関係につねに留意しているのであるが，そのことは，かって
の諸活動と新しい諸活動との間に特に高いノード・コモナリティがあるばあいにはかなり
の効率が達成されうると述べていることで示される。ただしそのばあい著者は，それとと
もに，大企業の合併ではノード・コモナリティの程度とは関係なしにただ大企業であると
いうだけでいくらかの経済性が常に達成されうるということも認めている。
第5章は，連邦取引委員会および司法省反トラスト小委員会が改正第7条のもとでとり
あげた凝集的合併の諸事例 (cases)を再検討・し， 凝集的合併が競争に対して及ぼす諸効果
を当局がどのように推断したかについて分析する。著者は，まず当局の主張にみられる効果
についての理論は主として富(wealth),潜在的競争の排除，相互取引政策(reciprocity)
の三理論であるとし，諸事例をこの三グループに分類したうえで事例毎に個別的分析を加
えている。
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ここでいう富の理論 (wealththeory)は企業内部の資源移動の或る形態ー一本章の諸
事例においては取得企業の若干の資源による被取得企業に対する助成政策―にもとづい
ているが，この助成政策の形態はノード・コ・モナリティの程度によって異なり，高度のノ
ード・コモナリティをもつばあいには共同生産的，共同販売的助成の形態をとり，ノード
・コモナリティが低いばあいには純資金的移動の性格がヨリ大きくなる，とされる。
第6章は，凝集的市場力について，それが何であるか，それが如何にしてまた如何なる
時に生ずるのか，如何なる条件がその大きさを決定するのか，またそれが企業の市場行動
において如何に遂行されるのか，といった問題を取扱っている。前章で提起された凝集的
合併が競争に及ぽす諸効果についての三つの理論のうちでは，構造的変化の問題を主要課
題とする潜在的競争の問題と相互取引政策の問題は本章での考察の対象から外されている
（相互取引政策は行動上の諸関係にかんする限り考察の対象とされているが）。かくして，
凝集的市場という概念は，富の理論の基本部分として考えられる。
凝集的市場力とは，著者によれば， 「凝集的企業がその諸市場と諸活動の間にマーケテ
イングの重点と資源とを自由裁量によって移動する能力」 (p.105)である。このような疑
集的市場力は，その最小の (minimal)ものは市場力そのものによって生ずるのであるが，
これをこえる追加的な移動可能資源は，市場力の増加と過剰能力の吸収から生じる効率の
増加との二つの源泉に依存している。しかるに過剰能力は高度のノード・コモナリティを
もつ合併においてもっともよく使用されうるのであって，このことから疑集的市場力の大
きさについて次のことが言いうる。すなわち， ほとんどすべての凝集的企業がいくらか
(some)の雇用可能な資源と自由裁量力とをもつけれども，高度のノード・コモナリテ
ィをもつ企業は過剰能力を吸収することによって， かなりの程度の (substantial)湿用
可能資源を引き出すかもしれない，と。
次いでナーバーは，凝集的市場力にかんするこのような理解のうえにたち，凝集的市場
カの表現形態を企業の市場戦術の側面から広告政策と価格切下げ政策，および相互取引政
策のそれぞれについて検討を行なっている。
本書の主要課題を扱う第7章は，凝集的合併による競争水準の蓋然的変化を形成する諸
要因，およびかかる変化の方向について考察する。ナーバーは，凝集的合併のおよぽす競
争的効果についての諸見解を検討し，疑集的合併が「何らの反競争的(anti-competitive)
な結果をももたらさない」という見解 (R.C.クラーク）にも，「大部分は，本来的に反競
争的である」という見解（第7条改正に際しての聴聞と報告）にも，また「真に疑集的な
合併は市場構造に何らの影響も及ぽさない」という見解 (M.A.エイデルマン）にも反対
149 
I~-' 
562 隅西大學『癌清論集』第18巻第4号
する。この反対理由は著者自身の理論展開において明らかであるが，とくにエイデルマン
に対する批判の中で，凝集的合併がたとえ名称移動 (transferof title)の時点で市場構
造に影幣を及ぼさないとしても，若干の条件のもとではそれは結果として市場構造に影響
を与えるかもしれないと述べ，さらに「真に凝集的」な合併でさえも市場構造に，したが
ってまた競争に影響を及ぼしうると指摘していることは注目されよう。
凝集的合併が競争に及ぽす蓋然的効果は，集中水準と障壁水準とがすでに中位ないし高
度 (moderate-to-high)であることを仮定したうえで，次のように説明される。被取得
企業がかなり高度な凝集的市場力をもち，かつ市場において相対的に大規模であるばあい
には，集中度，あるいは生産物差別化障壁が上昇するために競争が減退しうる。このう
ち 生産物差別化障壁についてはその合併が高度のマーケティ ノク・ノード・コモナリテ
，ィをもつばあいにはその障壁水準がさらに上昇しうる。また被取得企業が生産，もしくは
マーケティングの高度なノード・コモナリティから生ずるかなり高度の凝集的市場力をも
つばあいには，規模の経済性による障壁が上昇し，競争が減退しうる。他方，凝集的市場
力がかなり高度で，かつ被取得企業が市場において相対的に小規模であれば，集中度は減
退し，したがって競争は激しくなりうる。なお，凝集的合併が参入障壁を低下させる効果
については（絶対的費用障壁のばあいには上昇させる効果についても）一般化が困難であ
る。ナーバーは以上のような論述の結果，「凝集的合併そのものの固有の性質が競争的で
あるわけでも，反競争的であるわけでもない」 '(p,137)という彼の基本的結論を提示して
いる。
以上みてきたように，本書はベイン等の流れをくむ産業組織論の立場から凝集的合併が
及ぽす経済的諸効果，なかんずく競争的効果についての斬新な分析を行なっている。しか
し末開拓ともいえる分野が研究対象になっでいるため，理論展開が十分説得的であると思
えない（もちろん，紹介者の浅学のためかもしれないが）ところもある。たとえば，本書
の結論部分である第7章においては，凝集的合併が競争に及ぽす影響は，ほとんど凝集的
市場力の面からのみ分析されている。しかるに「凝集的市場力」は先述のごとく富の理論
の構成部分として定義されているのであって，そうであるとすれば，凝集的合併の及ぼす
競争的効果にかんする分析を総括するにあたって潜在的競争の排除，あるいは相互取引政
策のもつ諸効果についてのアプローチはどのように位置づけられるのか，といった疑問が
でてくる。
だがいずれにしても，凝集的合併の及ぽす経済的効果についての理論的分析に道を開い
た本書の意義は高く評価されるべきである。連邦取引委員会は本年7月に，凝集的合併の
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動向が反トラスト政策との関係で問題がないかどうかについて広範な調査に乗り出すこと
になったと発表しているが，このような動きは凝集的合併の経済的効果にかんする理論の
一層の発展を期待させるものである。
なお本書は出版後ただちに我が国の学会でも注目され，すでにいくつかの学術論文ー一
越後和典「産業集中度と凝集的市場力」（『関西大学経済論集」第18巻第1号所収），奥村
茂次「戦後アメリカにおける企業合併運動」（『経済学雑誌」第57巻第3号所収）において
検討の対象とされているので，参照されたい。
ー安喜博彦―
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